
入札における注意事項 
 

１ 総則 

群馬県競争入札心得等、入札に関連する諸規定を承諾の上、入札書を提出してください。 

２ 設計書等についての質問 

設計書等について質問がある場合には、入札公告または指名通知書記載の期限までに、電子

入札システムの質問回答機能により質問してください。 

（質問回答内容は、質問者以外の入札参加者も閲覧することができます） 

３ 再入札等について 

開札の結果、落札者がないときは、再度の入札に付することがあります。 

下記のとおり「ぐんま電子入札共同システム運用基準」によりますので、ご留意ください。 

ぐんま電子入札共同システム運用基準（抜粋） 

１０－２ 再度入札、再々度入札または不落随契について 

落札となるべき金額を入札したものがいなかった場合には、参加団体の規定に基づき再

度入札、再々度入札または不落随契（以下「再入札等」という。） 

再入札等の時間については、午前中に開札を行った案件については、当日の午後４時か

ら３０分の間、午後に開札を行った案件については、翌日の午前１１時３０分から３０分

の間に実施することを基準として、発注担当者が案件毎に指示するものとする。 

※やむを得ず、上記によらず余裕時間の短い再入札等を行う場合がありますが、その際は入札

参加者に個別に連絡しますのでご対応ください。 

ただし、上記時間によらない場合でも余裕時間が基準より長い場合は連絡いたしません。 

なお、対象入札辞退者及び一抜け等により入札無効な者にも連絡いたしません。 

４ 内訳書の作成について 

内訳書の作成については、特に次のことに注意してください。 

① 必ず添付ファイルの『工事費内訳書』ファイルを使用し、保存形式もエクセルのまま保存

してください。独自に作成したファイルは使用できません。 

② 「工事費内訳書の作成例」 及び 「工事費内訳書の提出における留意点について」をよく

お読みになり工事費内訳書を作成してください。 

③ 工事費内訳書には、必ず、所在地・会社名・代表者名も記載してください。記載がないと

入札が無効となります。 

④ ファイル名には会社名も記載してください。 

必要に応じて、ファイル名に事業名や路線名等を記載していただいても結構です。 

⑤ 入札金額と工事費内訳書の工事価格が一致しない場合は、入札が無効となります。 

 

 

 



別添資料

単位 数量 単価 金額 摘要 単位 数量 単価 金額 摘要

※工事区分
【大項目】 式 1
　　【中項目】 式 1
　　　　　　   　【小項目】 ㎥ 104.2 式 1
　　【中項目】
　　　　　　　   【小項目】 ㎥ 20.3
　　　　　　　   【小項目】 ㎥ 5.1
　　【中項目】
　　　　　　　   【小項目】 ㎥ 78.8
【大項目】
　　【中項目】
　　　　　　   　【小項目】 ｍ 53.5
　　【中項目】
　　　　　　　   【小項目】 ｍ 53.5
　　　　　　　   【小項目】 ㎡ 214.8
　　　　　　　   【小項目】 箇所 2
【大項目】
　　【中項目】
　　　　　　　   【小項目】 ｍ 31.2
　　　　　　　   【小項目】 ｍ 22.3
※工事区分
【大項目】
　　【中項目】
　　　　　　   　【小項目】 式 1

※１
式 1 共通仮設費計 式 1
式 1 純工事費計
式 1 現場管理費 式 1

一般管理費計 式 1
=　　応札金額

式 1

式 1
式 1

　　　　　　　　　　　　　注）　小項目は数量等が記載されている最小項目。中項目は小項目の合計。大項目は中項目の合計。

工事細別 工事細別

工事費内訳書の作成例（入札時に提出する統一様式「大項目以上等」）

金抜設計書　（契約書添付用　「※今まで通り」） 工事費内訳書　（入札時に提出する様式「大項目以上等」）
発注情報の入札公告等ファイル欄又は発注図書欄に添付されるＰＤＦ様式

（ぐんま電子入札共同システム）
発注情報の入札公告等ファイル欄又は発注図書欄に添付されるエクセル様式

（ぐんま電子入札共同システム）

道路改良 道路改良
　 道路土工 　 道路土工
      掘削工    擁壁工
         掘削（土砂）    縁石工
      埋戻し工
         機械埋戻し

         人力埋戻し

      残土処理工
         残土処理

   擁壁工
　　　基礎工
　　　　 現場打基礎

      ブロック積擁壁工
         天端コンクリート

         ブロック積

         小口止め

   縁石工
      縁石工
         歩車道境界（１型）

         歩車道境界（２型）

共通仮設

共通仮設費計

   共通仮設費
      技術管理費
         土質試験費

直接工事費 直接工事費
      技術管理費
   　 ｲﾒｰｼﾞｱｯﾌﾟ費
     共通仮設費（率分）

純工事費計 工事価格
現場管理費
工事原価
   一般管理費（率分）
   履行保証金
一般管理費計
工事価格
消費税相当額
合計

※１）工場製作に係る直接工事費、

間接労務費は含めないこと。

※積算上、売却益があ

る場合は、（売却益込）

と表示される。

※黄色のセルのみ入力可。

※直接工事費の次の共通仮設費（技術



◎工事費内訳書の提出における留意点について

　平成２６年６月４日に公共工事の入札及び契約の適正化の促進に関する法律(以下｢入札契約適正化法｣という｡)が改正され、建設業者は入
札契約適正化法の適用対象となる公共工事(以下｢公共工事｣という｡)の入札に参加するにあたって、自己の見積金額にかかわらず、平成２７
年４月１日から入札金額の内訳を記載した書類(以下｢工事費内訳書｣という｡)を提出することになっています。

　工事費内訳書については、平成２７年６月１５日以降に県土整備部が入札公告等を行うすべての公共工事に係る競争入札から様式等を統
一していたところですが、平成２８年１１月１日以降に公告となる入札より下記のとおり本「◎工事費内訳書の提出における留意点」を改正した
うえで適用することとします。

                                  　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　記

１． ぐんま電子入札共同システムにおいて、契約担当者が発注案件ごとにエクセルファイルにより添付した「工事細別の大項目以上

　等」で構成する工事費内訳書の所要欄に、入札参加者は金額等を入力するとともに、検算等により内容を確認したうえで、ぐんま

　電子入札共同システムにより「エクセルファイル」で契約担当者に提出してください。

２．工事費内訳書の入力にあたっての留意事項
　
　（１）特段の問題がなければ、前掲の「工事内訳書の作成例」における工事価格は万円単位、　それ以外の項目は百円単位
　　　が望ましい。
　（２）工事費内訳書（エクセルファイル）は「計算式」が挿入されていないため、必ず誤りが無いよう検算するとともに、計算式を
　　　 挿入することも可とする。

３．その他

　　条件付き一般競争入札（総合評価落札方式）において低入札価格調査制度を適用している案件で低入札価格調査の対象となった

　場合は、小項目までの工事費内訳書及び詳細な説明資料等を入札参加者に求めるものとする。



建設工事請負契約書作成の手引き 

 
渋川土木事務所 

最終更新：令和７年６月３０日 
 
 渋川土木事務所が発注する建設工事の受注者は、この手引きを参照して契約書を作成してください。 
  様式は、群馬県庁ホームページからダウンロードできます。 
   《http://www.pref.gunma.jp/site/nyuusatsu/10973.html》 
 

１ 建設工事請負契約書（群馬県建設工事執行規程） 

 

該当条項 記入内容及び補正内容等 
収入印紙 
 

 発注者が保管する契約書１通に、印紙税法において定められた金額の収入印紙
を貼付し、請負者のみが消印します。 
 H26.4.1からR9.3.31までの間に作成される建設工事請負契約書に係る印紙
税の税率は軽減されています。 
 

１ 工事名 
 

 工事名は、指名通知書の「調達案件名称」の補助（単独）公共から路線名（河
川名）の前までを記載します。 

 （例） 単独公共 道路維持修繕事業（緊急路面改善） 

２ 工事場所 
 

 工事場所は、指名通知書の「調達案件名称」の路線名（河川名）以下を記載し
ます。 

 （例） 主要地方道 渋川大胡線 渋川市○○地内 

３ 工期 
 

 『契約日』～『指名通知書の工期』 
 ※フレックス工期による契約方式の実施対象工事にあっては、工事開始期限日  
  及び工事完成期限日の範囲内で選択した期間 
 

４ 請負代金額 
 

１ 請負代金額の欄には、入札金額に消費税及び地方消費税額を加算した金額を 
記載します。 

２ 消費税及び地方消費税額を（ ）内に記載します。 
 

５ 契約保証金 
 

１ 契約保証金は、債務不履行の事態が発生した場合に発注者が受ける損害を補 
填するため、契約の締結にあたり契約金額の１０％以上を納付していただくも 
のです。 

２ 指名通知書に「無」とある場合は、（免除）と記載します。 
３ 契約保証金は、①現金の納付、 
         ②有価証券（国債及び地方債）の提供、 
         ③金融機関又は保証事業会社の保証、 
         ④公共工事履行保証証券による保証、 
         ⑤履行保証保険契約の締結 
         のいずれかを選択することができます。 
４ 現金の納付、有価証券の提供、金融機関又は保証事業会社の保証を選択した
ときは、当該金額を記載します。 

５ 公共工事履行保証証券による保証を選択したときは、免除（履行ボンド）と
記載します。 

６ 履行保証保険契約の締結を選択したときは、免除（履行保証保険）と記載し
ます。 

 
６ 解体工事に  
  要する費用 
  等 
 

１ 請負額が５００万円以上で建設リサイクル対象資材（コンクリート、木材、
アスファルト）を使用する工事及び請負額が５００万円以上で建設リサイクル
対象資材が含まれる工作物等の取り壊しを行う工事は、別紙のとおりと記載し
法第１３条省令第４条に基づく書面を約款の末尾に綴じ込みます。 

２ 当該工事が建設リサイクル法の対象工事でない場合（前項１に該当しない場
合）は、対象外工事と記載します。 

 



 
該当条項 記入内容及び補正内容等 

７ 建設発生土 
  の搬出先等 

１ 工事現場から建設発生土を搬出する予定である場合は、建設発生土の搬出先
については設計図書に定めるとおりと記載します。 

２ 建設発生土の搬出予定がない場合（前項１に該当しない場合）は、該当なし
と記載します。 

３ 建設発生土の搬出については、設計図書の施工条件の明示に記載することと
なっていますので、当該図書により搬出の有無を確認してください。 

 
記述文 
 

 次のとおり記載します。 
 『上記の工事について、発注者と受注者とは各々対等な立場における合意に基
づいて、別添の条項によって公正な請負契約を締結し、信義に従って誠実にこれ
を履行するものとする。 
 本契約の証として本書２通を作成し、発注者及び受注者が記名押印の上、各自
１通を保有する。』 
 

契約締結日 
 

 特に指示のない限り、落札通知日の翌日（土日祝日を除く。）を契約日としま
す。 
 

発注者 
 住所・氏名 
 

（発注者が記載しますので、空欄でかまいません。） 
 
１ 知事が契約を締結する場合 
 
 住所 前橋市大手町１－１－１ 
 氏名 群馬県知事 氏名 
 
２  所長が契約を締結する場合 
 
 住所 群馬県渋川市金井３９５番地 
 氏名 群馬県渋川土木事務所長 氏名 
 

受注者 
 住所・氏名 
 

 住所 入札参加資格者名簿に登録した住所 
 氏名 商号 役職名 代表者氏名 
 
 を記載し、代表者印を押印します。 
 

綴じ方 
 

１ ①契約書 
  ②約款 
  ③法第１３条省令第４条に基づく書面 
   （「解体工事に要する費用等」に「別紙のとおり」と記載した場合） 
  ④設計書（１次単価表まで） 
  ⑤施工条件明示 
  ⑥各種特記仕様書 
 の順で綴じ込み、表面及び裏面の袋とじ部分に割印を押してください。 
２ 図面、位置図は添付しないでください。 
３ 図面と現場の不一致を減らすためのチェックシート①及び現場の不一致を
減らすためのチェックシート②は、契約書に綴じないでください。 

 

 



２ 建設工事請負契約約款（群馬県建設工事執行規程） 
 
 群馬県のホームページからダウンロードした契約約款様式（Ｒ７．４．１改正）に基づく契約約款の
作成については次のとおりです。ここに記載のない条文の削除は行わないでください。 
 なお、令和７年４月 1 日に契約約款が一部改正になっていますので、群馬県ホームページから最新
の約款をダウンロードしてください。 
  

該当条項 記入内容及び補正内容等 
文字、項、条の 
加入、訂正、削 
除の方法 
 

１ ○字加入する場合は、「○字加入」と欄外に記載します。 
２ ○字訂正する場合は、「○字訂正」と欄外に記載します。 
３ ○字削除する場合は、「○字削除」と欄外に記載します。 
４ 項や条を加入、訂正、削除する場合も同様に、「第○条第○項削除」などと 
記載します。 

５ 句読点、かぎ及び括弧等は字数に数えません。 
６ 「○字削除○字加入」等と記載した欄外箇所に訂正印を押します。 

（契約の保証） 
第４条 
 

１ 現金の納付等の金銭的保証の場合は（Ａ）を適用し、（Ｂ）を削除又は見え 
消し削除します。 

 ※通常（Ａ）を選択します。 
２ 役務的保証（付保割合３０％の履行ボンド）の場合は（Ｂ）を適用し、（Ａ） 
を削除又は見え消し削除します。 

３ 指名通知書で契約保証金について「無」とされた場合は、第４条の条文を全
部削除（DEL 消し）次のとおり記載してください。※余白に加除の記載・捨て
印は不要です。 

 （契約保証） 
 第４条（Ａ） 削除 

（下請負人の社 
 会保険等加入 
 義務等） 
第７条の２ 
 

（Ａ）を選択します。（Ａ）の第２項も残します。 
（Ｂ）は第２項も含めてファイル上で削除または見え消し削除をします。 
 
 ※県土整備部の発注工事では（A）を選択します。 
 

（現場代理人及 
 び主任技術者 
 等） 
第１０条 
 

 次のとおり見え消し削除（又はファイル上で削除）及び加筆します。 
 
１ 契約金額が4,500 万円未満の場合 
 （Ａ）［非専任の］主任技術者 
 （Ｂ）［   ］監理技術者 
 （Ｃ）監理技術者補佐（建設業法第２６条第３項ただし書に規定する者をいう。 

以下同じ。） 
 
２ 契約金額4,500 万円以上で、下請金額の合計が5,000万円未満の場合 
又は下請の予定がない場合 

 （Ａ）［専任の］主任技術者 
 （Ｂ）［   ］監理技術者 
（Ｃ）監理技術者補佐（建設業法第２６条第３項ただし書に規定する者をいう。 

以下同じ。） 
 
３ 契約金額4,500 万円以上、下請金額の合計が5,000万円以上で、専任の監理
技術者を配置し、監理技術者補佐は配置しない場合 

 （Ａ）［   ］主任技術者 
 （Ｂ）［専任の］監理技術者 
（Ｃ）監理技術者補佐（建設業法第２６条第３項ただし書に規定する者をいう。 

以下同じ。） 
 
４ 契約金額4,500 万円以上、下請金額の合計が5,000万円以上で、非専任の監
理技術者を配置し、専任の監理技術者補佐を配置する場合 

 （Ａ）［   ］主任技術者 
 （Ｂ）［非専任の］監理技術者 



（Ｃ）監理技術者補佐（建設業法第２６条第３項ただし書に規定する者をいう。 
以下同じ。） 

 
該当条項 記入内容及び補正内容等 

（前金払） 
第３５条第１項 

 令和６年１２月５日以降発注の工事は、フレックス工期・余裕期間指定による
契約の場合に前払金の請求を契約工期の始期日（工事開始日）以降とする規定が
廃止されましたので、この条項に文言を追加することはありません。 

 
（部分払） 
第３８条第１項 

 

 

 

 

 

 部分払を請求することができる回数は次のとおりとし、第１項中の「工期中 
○回を超えることができない。」に該当する数字を記入します。 
 （この回数は、前金払を受けることを前提とした回数です。） 
 

 請 負 金 額 回    数  
 １５０万円以下    支払わない 
 １５０万円を超え５００万円以下      １回 
 ５００万円を超え１０００万円以下       ２回 
 １０００万円を超えるもの    ３回 

 
 前払金を受けない場合は、群馬県建設工事執行規程に定める回数としても差し
支えありません（渋川土木事務所工事事務担当あてお問い合わせください）。 
 

（契約不適合責 
 任） 
第４５条第１項 
 
 
 

 第４１条第１項は（A）を選択し（B）は削除又は見え消し削除します。 
 なお、第４１条の第２項及び第３項は、第１項で（A）（B）どちらを選択した
場合でも共通で用います。 
 
※（B）は第４条で（B）を選択した場合に使用します。 
 

 
 

 ※通常の（債務負担行為によらない）契約では、第４０条～第４２条の条文を全部削除
（DEL 消し）し、次のとおり記載します。※余白に加除の記載・捨て印は不要
です。 

 

（債務負担行為に係る契約の特則） 

   第 40 条 削除 

  （債務負担行為に係る契約の前金払及び中間前金払の特則） 

第 41 条 削除 

  （債務負担行為に係る契約の部分払の特則） 

   第 42 条 削除 

   

【０県債、０国債の場合については、次のとおりとしてください。】 

【０県、０国の  
 場合】 
 

 ０県、０国に係る契約の場合は、第４０条として次の条文を加えます。 
 
（債務負担行為に基づく特則） 
第４０条 前払金及び部分払金の請求時期は、令和●●年４月１日以降とす
る。 

 
 ※第４１条および第４２条の条文は全部削除（DEL 消し）し、次のとおり記載

します。 
（債務負担行為に係る契約の前金払及び中間前金払の特則） 

第４１条 削除 

（債務負担行為に係る契約の部分払の特則） 

第 42 条 削除 

  



 
３ 工事書類の統一化について 
 

令和７年４月１日より、統一様式の使用がスタートし、群馬県ホームページに新様式が掲載されま
した。 
 新契約約款により契約を締結する場合には、各種様式に記載された条文（第〇条）に影響があるた
め、すべての書類を新様式にて作成する必要があります。 
 本手引きにおける前ページまでの内容は、新契約約款をもとに記載しております。 
新様式にて契約を締結する場合で、記載方法が分からない場合には、個別にご連絡ください。 
なお、旧契約約款は令和８年３月３１日まで併用が可能となっています。（繰越や０県など、工期
が令和８年度になる予定の工事は除く。） 
 
① 群馬県ホームページに新様式が掲載されていますが、次のＵＲＬに掲載された「工事関係書類

【統一化様式 1～32】ver２」エクセルファイルを使用すると各種書類の作成が簡単です。 
URL; 建設工事等に係る様式集 - 入札／公売／公募 - 群馬県ホームページ(契約検査課) 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

② 各種請求書において、インボイスに必要な項目を記載する場合には、「工事関係書類【統一化
様式 1～32】ver２」エクセルファイル内のインボイス対応用の様式をご利用ください。 
 ※インボイスに必要な項目（登録番号や消費税率・消費税額等）の記載が必要かどうかは、 
  受注者側にてご判断ください。（当事務所はどちらでも対応可能です。） 

https://www.pref.gunma.jp/site/nyuusatsu/10973.html


建設工事請負契約に関しての提出書類 

渋川土木事務所 

最終更新：令和７年６月３０日 

１ 契約時の提出書類 

□ 課税事業者届 ※押印は不要です。 

・年度の最初の契約時に提出してください。その後は、新たな契約の工期末が既に提出済みの課税

事業者届の課税期間を超える場合は、再度提出してください。 

・工期が二営業年度（決算期）にまたがる場合は、「課税期間（予定）」欄に記入をしてください。 

□ 契約保証に関する書類  

・指名通知書で契約保証金が無とされた場合を除き、次のいずれかの書類を提出してください。 

 ① 契約保証金提出書及び契約保証金納付済通知書（現金で保証金を納付する場合） 

【重要】現金で契約保証金を納付する場合は、書類を準備する必要があるため、必ず落札日

に渋川土木事務所総務係工事事務担当へ連絡してください。 

  ② 有価証券（国債又は地方債） 

 ③ 金融機関又は保証事業会社の保証書 

 ④ 公共工事履行保証証券（履行ボンド） 

 ⑤ 履行保証保険証券 

□ 請負代金内訳書（維持管理業務委託は業務委託料内訳書） ※R7.4.1 から様式改正あり。 

・別紙「請負代金内訳書の作成例」及び「請負代金内訳書の提出における留意点」を参照して 

作成してください。 ※押印は不要です。 

・契約書と一緒に提出できない場合は契約締結後１０日以内に提出してください。 

□ 現場代理人等通知書   ※R7.4.1 から様式改正あり。 

・次の書類を添付してください。 

① 資格者証の写し 

 ② 雇用関係を証明する書類（いずれか）の写し 

     ・有効期限前の健康保険被保険者証 

     ・監理技術者資格者証 

     ・市区町村が作成する住民税特別徴収税額通知書 

     ・健康保険・厚生年金被保険者標準報酬決定通知書 

     ・所属会社の雇用証明書又はこれらに準ずる資料 

 ※経歴書は添付が必要となっています。 

※押印は不要です。 

・フレックス工期による契約の場合は、契約工期の始期までに提出してください。 

□ 工 程 表 ※R7.4.1 から様式改正あり。  ※押印は不要です。 

・契約書と一緒に提出できない場合は契約締結後１０日以内に提出してください。 

・フレックス工期による契約の場合は、契約工期の始期までに提出してください。 

□ 契約担当者届出書 ※押印は不要です。 

・ぐんま電子納品システムを利用する場合に提出してください。 

 



２ 別途提出する書類 

□ 建設業退職金共済掛金収納書 ※R7.4.1 から様式改正あり。 ※押印は不要です。 

・請負金額 1,000 万円以上の場合に提出します。 

・現地における工事着手までに提出してください。 

□ 施工状況報告書（様式第 1 号） ※押印は不要です。 

・契約金額にかかわらず提出します。また、下請に出さない場合でも提出します。 

・現地における工事着手までに提出してください。 

・ぐんま電子納品システム対象工事では電子納品システムにより提出してください。 

  

※下請契約を締結した場合は、下請金額にかかわらず施工状況報告書に次の書類を添付します。 

 ① 施工体制台帳（様式第３号）の写し 

  ※令和６年１０月１日発注工事分から様式が改定されています。 

② 作業員名簿（様式第２号）の写し 

 ※令和６年４月１日発注工事分より、任意様式から指定様式に改定されています。 

 ※元請・下請のすべての業者分を添付してください。 

③ 施工体系図（様式第２号）の写し 

  ※令和６年４月１日発注工事分から様式が改定されています。 

 

※再下請契約を締結した場合は、さらに次の書類を添付します。 

 ① 再下請負通知書（様式第 6 号）の写し 

 ※令和６年１０月１日発注工事分から様式が改定されています。 

 

※以下の書類は現在添付不要となっています。 

 ・下請契約書の写し ・建設業許可の写し ・経営規模等評価結果通知書の写し 

 ・社会保険料の領収済通知書の写し    ・労働保険概算保険料申告書の写し 

 ・その他、下請負業者の技術者の資格者証や健康保険証の写し、など 

□ 下請施工状況変更届（様式第 7 号） ※押印は不要です。 

※令和６年４月１日発注工事分から様式が改定されています。 

・既に提出した施工状況報告書に変更が生じたときに提出します。    

・添付書類は、施工状況報告書と同じです。 
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◎請負代金内訳書の作成例
※様式は任意ですが、入札時に提出する工事費内訳書を複写し、次のとおり修正して使用することも可能です。
※消費税相当額、請負代金額及び法定福利費を必ず記載して下さい。

令和　　年　　月　　日　
所　 　在　 　地：

受注者 商号又は名称 ：
代 表 者 氏 名：

事業年度 令和○○年度
路線河川名 ○○××
工事箇所 ○○市××町△△地内
事業名 □□□□事業

単位 単価 金額 摘要

式 1.00

式 1.00

式 1.00

式 1.00

式 1.00

式 1.00

式 1.00

式 1.00

式 1.00

円

＊＊＊　　請　負　代　金　内　訳　書　＊＊＊

工事細別 数量

消費税相当額

□□□□

　××工

　▲▲工

直接工事費

△△△△

　○○工

　××工

請負代金額

【法定福利費】
工事価格のうち、現場労務者に関する健康保険、厚生年金保
険及び雇用保険の法定の事業主負担額

　○○工

　▲▲工

共通仮設費

純工事費計

現場管理費

一般管理費

工事価格



別紙
◎請負代金内訳書の提出における留意点

　令和４年４月１日以降に公告等される公共工事を契約するにあたり、法定福利費額を記載し
た請負代金内訳書を契約から１０日以内に提出することになります。下記に留意のうえ作成
し、契約書と同部数提出してください。
　内訳明示する法定福利費は、原則として健康保険料（介護保険料含む）、厚生年金保険料
（児童手当拠出金含む）、雇用保険料のうち、現場労働者（技能労働者）の事業主（会社）負担
分です。
　請負代金内訳書は、入札時に提出する「工事費内訳書」と内容が類似していますが、金額
等の内容が必ずしも同一である必要はありません。作成にあたっては、次の国土交通省ホー
ムページ等を参考にして下さい。

　○｢建設業における社会保険加入対策について｣
　　（https://www.mlit.go.jp/totikensangyo/const/totikensangyo_const_tk2_000080.html）
　○「標準見積書の活用等による労務費及び法定福利費の確保の推進について」
　　（https://www.mlit.go.jp/tochi_fudousan_kensetsugyo/const/content/ccus_roumuhi_
　　　youseitsuuchi_dantai.pdf）

       　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　記

１．請負代金内訳書への法定福利費額の明示
　　請負代金内訳書は次の点に注意し作成して下さい。
　　①計算間違いや桁のずれ等、数値的・機械的に誤っていないこと。
　　②法定福利費の算出に当たって、国土交通省作成のマニュアルに準拠する等適切な
　　　方法で行うこと。
　　③下請契約を締結する工事（締結することが見込まれる工事を含む。）においては、
　　　当該下請業者分の法定福利費を含めていること。

２．公共工事の発注者による法定福利費の確認
　　受注者により明示された法定福利費額と予定価格に占める法定福利費概算額（ぐんま
　電子入札共同システムにおいて公開）を比較し、一定以上の乖離がある　（受注者により
　明示された法定福利費額が予定価格に占める法定福利費概算額の１／２未満）の場合、
　発注者から算出根拠の確認や誤記等の訂正が指示されます。未記入、「不明」等、具体
　的な金額が記載されていないものは認められません。

３．確認の結果、一定以上の乖離がある場合の説明
　　受注者による算出根拠の確認を経てもなお一定以上の乖離がある場合、発注者は受注
　者に対して法定福利費額の算出根拠の確認を求めます。その場合、受注者には法定福利
　費額の算出に用いた根拠資料（下請企業から提出された見積り、労務費額、法定保険料
　率等）の提示による明確な説明が求められます。

４．不正行為が疑われる場合
　　説明を聴取した際に、下請企業からの見積書等の客観的な根拠資料が提示されない、
　一定以上の乖離があることについての明確な説明がなされない、法定福利費を一方的に
　削減していることが明らかなど、不正行為（建設業法第１９条の３等に違反するおそれ）が
　強く疑われる場合については、建設業許可部局と連携し、必要な措置を講ずることもあり
　ます。
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